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１． はじめに
近年，商店街ひいては「まちづくり」に関連す
る法律が立て続けに見直しの時期を迎えている。
中心市街地活性化法（正式名称：「中心市街地の
活性化に関する法律」）が法律の附則（第４０条）
に基づいた見直し措置を受けて，平成２６年４月，
改正法となる「中心市街地の活性化に関する法律
の一部を改正する法律」が公布された。また，平
成２１年８月に施行された地域商店街活性化法
（正式名称：「商店街の活性化のための地域住民の
需要に応じた事業活動の促進に関する法律」）に
ついても，平成２６年１２月現在，附則（第２条）
による見直しの過程にある。
すでに法改正された中心市街地活性化法では，
「中心市街地活性化基本計画」の策定主体である
地方自治体は，同計画に組み込んだ事業を実施す
ることによる効果を定量的に把握するため，成果
指標として「歩行者通行量」や「販売額等」など
の数値目標を設定することが求められている。さ
らに事業実施期間終了後，当該地方自治体は事業
実績や進捗状況，数値目標の達成率などについて
国に報告することが義務付けられている。
下記では詳細な議論の内容に踏み込むことは避
けるが，事業を実施した各自治体からの報告をも
とに，同法は次のようなプロセスによって検証作
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業が行われてきた。すなわち，平成２４年末に開
催された「中心市街地活性化に向けた有識者会
議」（所管：経済産業省商務流通保安グループ中
心市街地活性化室）や，同年１０月から翌年３月
にかけて開かれた「中心市街地活性化評価・調査
委員会」（所管：内閣府中心市街地活性化統合事
務局）において，中心市街地活性化施策の運用実
績などの検証を通じた論点整理が行われた。平成
２５年上半期には，経済産業省内の産業構造審議
会に設置された「中心市街地活性化部会」にて新
しい政策の方向性について提言が取りまとめられ
た。さらに同年下半期，同法の施行状況や今後の
制度運用の改善に関する事項について調査・検討
するために計５回にわたって開催された「中心市
街地活性化推進委員会」（所管：内閣府中心市街
地活性化統合事務局）でも，制度・運用の方向性
が提言された１）。
こうした検証過程を経て，平成２６年１月の通
常国会において中心市街地活性化法の改正案が提
出され，法改正に至ったわけである２）。上述の経
緯にも代表されるように，政策的支援には公的資
金が投入されることから，支援の在り方やその効
果について検証することの重要性は改めて指摘す
るまでもないであろう。
そこで本稿では，現在見直し過程にある地域商
店街活性化法に焦点をあて，同法の認定を受けた
事業計画の特徴を整理したうえで，同法の成果を
検証するための課題について考察していきたい。
なお，商店街に関連する法律や補助事業には，国
土交通省や総務省，また地方自治体にも様々な支
援制度があるが，本稿では経済産業省の制度に限
定して議論することとする。
２． 地域商店街活性化法の概要と事業計画の
認定状況
２―１. 概要と基本方針
地域商店街活性化法は，平成２１年１月，中小
企業政策審議会商業部会が公表した「『地域コ
ミュニティの担い手』としての商店街を目指し
て」を受けて，同年８月に施行された。同法の第
一条において，商店街は「中小小売商業及び中小
サービス業の振興並びに国民生活の向上」に対し
て重要な役割を担ってきた存在とされている。ま
た，第三条第一項に基づいて経済産業大臣が定め
る「商店街活性化事業の促進に関する基本方針」
（以下，基本方針）では，商店街を「地域の中小
小売商業や中小サービス業を振興するという経済
的機能を有するだけでなく，地域住民の生活利便
や消費者の買物の際の利便を向上させ，地域の
人々の交流を促進する社会的機能をも有する存
在」として評価しており，彼らが立地している地
域社会のなかで果たし得る機能についても言及さ
れている。
商店街を上記のように位置づけたうえで，同法
は，「地域住民の需要に応じた事業活動」の促進
などについて重点的に支援する枠組みとなってい
る。具体的には，商店街などの事業計画作成主体
は，作成した「商店街活性化事業計画」（以下，
事業計画）が当該地域を管轄している経済産業局
から認定されると，国から補助金の補助率拡大や
税制措置などの支援を受けることができるように
なる。平成２６年１２月時点で１１４件の事業計画が
認定を受け，３～５年程度の事業実施期間のなか
で，各地で事業計画に基づいた多様な取り組みが
展開されているところである。なお，現在，当該
地域の経済産業局から事業計画の認定を受けると，
以下の支援を受けることが可能となる。
・地域商業自立促進事業の補助率を拡大（１／２→
最大２／３補助）
・土地等譲渡所得の１５００万円特別控除
・都道府県，市町村による無利子融資（高度化融
資）
・小規模企業設備導入費用に対する無利子融資の
融資限度額の拡大
・中小企業信用保険法の特例による，信用保証の
保証限度額の拡大
また，商店街などの事業計画作成主体は，先述
の基本方針のなかの「商店街活性化事業に関する
事項」によって，事業計画の内容が以下の３点を
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満たすことが求められている。
・地域住民の需要に応じて行う事業であること：
「地域住民を対象にしたアンケート調査や市場
調査，地域住民等からの要望書，地方公共団体
や地域の商工団体等による報告書等」によって
地域住民の商店街に対するニーズを十分に踏ま
えることが求められている。
・商店街活性化の効果が見込まれること：「商店
街活性化の効果が具体的な指標により定量的に
見込まれることが必要である」とし，事業終了
後，事業を実施しない場合と比較した具体的な
指標による商店街活性化の定量的な効果を把握
することが求められている。
・他の商店街にとって参考となり得る事業である
こと：公的資金などの資源を投入することから，
全国の他の商店街が活性化に取り組む際に参考
となり得ることが求められている。
このように，事業計画が認定を受けるには「地
域住民の需要に応じて行う事業」であることが求
められているため，事業計画作成主体はアンケー
ト調査などによって明らかになった地域住民の
ニーズを事業計画に反映させることが必要とされ
ている。こうした仕組みが組み込まれたことは，
実際に有効に機能しているかどうかは検討の余地
があるものの，過去の商店街振興に関連する支援
策の系譜を見ても特徴的なことであり，各地域の
実情に即した多様な事業展開を支援することを目
指す枠組みということができるだろう。
また，事業計画には「商店街活性化の効果が見
込まれること」が求められており，効果を検証す
るために以下のような仕組みが組み込まれている。
すなわち，予め事業計画作成主体が「売上高」や
「歩行者通行量」などの数値目標を設定し，事業
実施期間中や終了後の実績を踏まえ，当初の目標
をどの程度達成できたかを検証することが規定さ
れている。平成２６年１２月現在，６１件の事業計
画の実施期間が終了し，本年度末にはさらに２８
件が期間終了を迎える予定であることから，数値
目標の達成率などに関する検証が待たれるところ
である。
基本方針における３点目の要件については後の
議論で触れることになるが，要するに，事業計画
作成主体は，認定を受ける段階で基本方針などに
基づいた審査によって「地域住民の需要に応じて
行う事業」であるかどうかのチェックを受け，認
定を受けた「地域住民の需要に応じて行う事業」
がどの程度効果を上げたのかを把握するために，
事後的に数値目標の達成率を検証することが求め
られているわけである。
２―２. 事業計画の認定状況
地域商店街活性化法の運用実績を把握するため，
事業計画の認定状況について簡単に確認したい。
先述の通り，これまで１１４件の商店街活性化事業
計画が認定を受けている。認定件数の年度別推移
をみると，平成２１年度から２６年度にかけて，そ
れぞれ３３，３７，１０，２５，４，５となっており，直
近２年の認定計画数は過年度に比べて大幅に減少
した。この要因のひとつとして，詳しくは次節で
言及するが，他の商店街関連予算の拡充されたこ
とによる影響が考えられる。すなわち，平成２４
年度補正予算において事業費１００％補助の「地域
商店街活性化事業」（上限４００万円）と同２／３補
助の「商店街まちづくり事業」（上限１億５０００万
円）が新たに創設され，商店街にとって国による
支援事業の選択肢が広がったことが影響している
可能性が指摘できる３）。
次に事業計画について見てみると，各事業計画
の概要詳細が公表されている中小企業庁のウェブ
サイトによれば，１０９件４）のなかで５１５の事業が
計画されている。これらの事業を内容ごとに分類
したのが図表１である５）。最も多い項目は「イベ
ント事業」で，２番目に多い「コミュニティ施設
の設置・運営」と合わせると，全事業のおよそ半
分を占めている。
また，事業計画作成主体がこうした事業を計画
しているなかで，どのような数値目標を設定して
いるのかについて整理したのが図表２である。
１０９件の事業計画のなかで２２８の数値目標が設定
されており，最も多い項目は「歩行者通行量」で，
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次に多い「売上高」と合わせると全数値目標の
８０％近くを占めていることがわかる。数値目標
の設定の仕方を見ると，たとえば，「歩行者通行
量」や「売上高」について，基準年から毎年２～
３％ずつ増加させるといったような場合が多い。
なお，数値目標の設定に関連する動きとして
「行政事業レビュー」について触れておく必要が
ある。行政事業レビューとは，各省庁がそれぞれ
の予算事業の改善を目指し，外部有識者を含めた
第三者委員会での意見などを踏まえ，前年度の予
算執行状況や事業成果について自己的な事後点検
を行うものである。ここでの議論を経て，平成
２４年度から新たに設けられた「中小商業活力向
上事業」から，商店街の活性化を直接検証できる
指標として売上高が必須項目となった。この影響
を受けて，設定された数値目標の構成を平成２４
年度の前後で比較すると，売上高の構成比率は
１６％から４６％に上昇している６）。
３． 他の商店街関連補助事業とその成果測定
前節で地域商店街活性化法の運用実績について
の概要を整理したが，そこでも一部触れたように，
他にも商店街支援として様々な事業がある。地域
商店街活性化法が施行された２１年度から２６年度
までの間に実施された事業について図表３で整理
した。各事業の採択結果は中小企業庁や各経済産
業局のウェブサイトで公表されているが，地域商
店街活性化法の認定を受けている商店街はほぼ全
て，いずれかの年度で何らかの事業を活用してい
る。
これらの事業に関して，経済産業省では，各事
業の成果を検証するための成果指標とその目標値
を設定している。たとえば，平成２３年度から２５
年度まで実施された「中小商業活力向上事業」に
ついて見てみよう。「平成２５年度行政事業レ
ビューシート」によると，成果指標として，事業
が採択された全ての商店街のうち「来街者の増加
及び売上の改善等がみられた商店街等の割合」に
ついて，目標値としてそれぞれ６５％と８０％と設
定されていた。実績は７４％と７５％で，省内に設
置された行政事業レビュー推進チームは「概ね目
標を達成することができた」と評価している。ま
た，とくに先進性の期待できる事例は「モデル性
の高い案件」として報告書にとりまとめられ，中
小企業庁のウェブサイトで公開されている。なお
平成２６年地域商業自立促進事業について見てみ
ると，活動指標として採択件数２５７件，成果指標
と目標値については，事業が採択された全商店街
のうち「歩行者通行量及び売上高の目標が達成さ
事業内容の分類
図表１
数値目標の分類
図表２
出所：中小企業庁ウェブサイト「認定商店街活性化事業計画の概要」http ://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/shoutengai_ninteijirei/
をもとに作成。
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経済産業省管轄の商店街関連事業（地域商店街活性化法施行後：平成２１年度～２６年度）
図表３
事業名 採択件数 成果指標及び目標・実績
２１年度
中小商業活力向上支援事業 １次：５２件
２次：４２件（０件）
３次：５２件（１４件）
４次：１０件（０件）
戦略的中心市街地商業等活
性化支援事業
１次：３４件
２次：２２件
３次：１５件
２１年度補正 地域商店街活性化事業 １５７件
２２年度
中小商業活力向上支援事業 １次：６９件（２１件）
２次：６０件（２１件）
３次：１８件（３件）
中小商業活力向上施設整備
事業
確認中
戦略的中心市街地商業等活
性化支援事業
１次：４０件
２次：２３件
３次：５件
２２年度補正 地域商業活性化事業 ７６件
２３年度
中小商業活力向上事業 １次：５２件（３９件）
２次：３１件（１１件）
来街者数の増加及び売上の改善がみられた商店街等の割合
（目標：６５％，実績：５９％）
戦略的中心市街地商業等活
性化支援事業
１次：２２件
２次：６件
①交付事業（ハード）の指標で事業終了後初年度以上の割合
（目標：８０％，実績：６７％）
②歩行者通行量で事業終了後初年度以上の割合
（目標：１２０％，実績：１０７％）
２４年度
中小商業活力向上事業 １次：８７件（７１件）
２次：１４件（３件）
３次：３件（０件）
来街者数の増加及び売上の改善がみられた商店街等の割合
（目標：６５％，実績：７４％）
地域商業再生事業 １次：３０件
２次：３２件
３次：６７件
来街者数の増加及び売上の改善がみられた商店街等の割合
（目標：６５％，実績：８７％）
戦略的中心市街地商業等活
性化支援事業
１次：３４件
２次：３件
①交付事業（ハード）の指標で事業終了後初年度以上の割合
（目標：８０％，実績：６４％）
②歩行者通行量で事業終了後初年度以上の割合
（目標：１２０％，実績：１０７％）
２４年度補正
地域商店街活性化事業
（にぎわい補助金）
１次：７６７件
２次：５１０件
３次：２３１件
４次：２８０件
①売上高（又は空き店舗数）の改善割合
②歩行者通行量の改善割合
（目標：６０％）
商店街まちづくり事業
（まちづくり補助金）
１次：４７６件
２次：６１８件
３次：２６９件
４次：１６４件
①安心・安全の指標の改善割合
②歩行者通行量の改善割合
（目標：６０％）
中心市街地魅力発掘・創造
支援事業
※１次：２５件
２次：４件
３次：１３件
４次：５件
①歩行者通行量の増加率平均
②中心市街地の商業販売額
（事業終了後初年度比）
戦略的中心市街地商業等活
性化支援事業
１次：２２件
２次：６件
①交付事業（ハード）の指標で事業終了後初年度以上の割合
（目標：８０％，実績：６７％）
②歩行者通行量で事業終了後初年度以上の割合
（目標：１２０％，実績：１０７％）
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れた商店街の割合」それぞれについて６５％と設
定している。
こうした省内における成果検証の一方で，財務
省主計局が適切な予算執行が行われているかを検
証することを目的に実施している「平成２６年度
予算執行調査」のなかで，平成２４・２５年度「中
小商業活力向上事業」及び平成２６年度「地域商
業自立促進事業」を対象とした「平成２４年度中
小商業活力向上事業」おける採択案件の全数調査
が行われている７）。
具体的には，「商店街規模（商店街構成店舗
数）当たりの補助金交付決定額」と「当該事業に
よる通行量や売上高の増加目標」との間の相関を
調べている８）。結論として，有意な相関が見られ
ないことから，「設定目標に対して補助金額がほ
ぼ無関係に決定されているものと考えられ，目標
設定行為が効果的・合理的な補助金の活用に生か
されているとは言い難い」といった厳しい指摘が
なされている。同調査では，その要因と検討課題
を以下のように提示した。すなわち，要因につい
ては「商店街が目標を設定するに当たっての具体
的な基準が設けられておらず，目標設定が客観的
な調査や分析に基づかない主観的なものに終わっ
ている例も散見される」という指摘がなされてい
る。
一方，今後の検討課題として，「商店街の売上
げや通行量の増加に結びつく事業か，事業の規模
や投入する補助金額が期待される成果に見合って
いるかといった観点」で精査する一方で，「事業
の成果をより総合的に評価することができる適切
な指標」を導入することを挙げている。また，採
択率（申請数に対する採択件数）が他の同時期に
執行されている中小企業関連補助金のそれと比較
して高い水準にあることから，「成果指標を用い
た事業全体の効率化」を図ったうえで，事業採択
を適正化することを課題として挙げている。要す
るに，上記の言及から数値目標の設定基準や事業
計画の審査基準が形骸化している点が問題視され
ていることがうかがえる９）。
２５年度
地域中小商業支援事業
（中小商業活力向上事業）
１次：５４件（４１件）
２次：１６件（２件）
来街者数の増加した商店街等の割合
（目標：６５％，実績：７４％）
売上が改善した商店街等の割合
（目標：８０％，実績：７５％）
地域中小商業支援事業
（地域商業再生事業）
１次：２１件
２次：１９件
来街者数の増加及び売上の改善がみられた商店街等の割合
（目標：６５％，実績：８７％）
中心市街地魅力発掘・創造
支援事業
※２４年度補正と同時
募集
①歩行者通行量の平均増減率
②中心市街地の商業販売額
（事業終了後初年度比）
２５年度補正
地域商店街活性化事業
（にぎわい補助金）
１次先行：１３７件
４/２０締切分：８４１件
６/２７締切分：１１５６件
８/１５締切分：３４９件
①売上高（又は空き店舗数）の改善割合
②歩行者通行量の改善割合
（目標：６０％）
商店街まちづくり事業
（まちづくり補助金）
１次先行：２５件
４/２０締切分：２８１件
６/２７締切分：８２２件
８/１５締切分：９７０件
①安心・安全の指標の改善割合
②歩行者通行量の改善割合
（目標：６０％）
商店街まちづくり事業
（中心市街地活性化事業）
１次：３０件
２次：２８件
歩行者通行量の平均増減率
（事業終了後初年度比）（目標：１２０％）
２６年度
地域商業自立促進事業 １次：８０件（２０件）
２次：２５件（２件）
歩行者通行量及び売上高の目標が達成された商店街の割合
（目標：６５％）
中心市街地再興戦略事業 １次：９件 歩行者通行量の平均増減率
（事業終了後初年度比）
（目標：１２０％）
注：網掛けは地域商店街活性化法の認定を受けることで補助率が拡大する事業。
「採択件数」の（ ）内は，地域商店街活性化法の認定を受けて活用されている事業件数。
出所：経済産業省ホームページ「経済産業省予算の概要」各年版，中小企業庁ホームページ「商業・地域サポート「商業活性化」」をもとに作成。
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４． 問題意識と研究対象
上記では，地域商店街活性化法に関連する事業
成果とその指標に対する指摘事項を中心に確認し
てきた。前述したように，地域商店街活性化法の
認定を受けた事業計画について検証する際にも同
様の枠組みが設けられているわけであるが，これ
らの事業は成果指標で目指された効果を上げてい
るのだろうか。本節では，効果の検証方法を検討
する際の留意事項として，以下の点について整理
したい。
第１に，商店街が立地している市区町村の人口
の違いである。たとえば，人口が３０万人近い市
区町村と２万人未満の市区町村に立地する商店街
では，利用する可能性がある人数が異なる。また
商店街内の歩行者通行量が１日平均数千人の商店
街と数百人の商店街では事業環境が異なることが
容易に想像できるであろう。そこで，研究対象地
域の特性を類型化するため，事業計画作成主体で
ある商店街が立地している市区町村を，人口，人
口増減率，人口密度，昼夜間人口比率を用いたク
ラスター分析（Ward法）によって分類した（表
４）。
類型Ⅰ：政令指定都市を中心とした居住人口が
多い都市
類型Ⅱ：過疎化が進展している地方都市
類型Ⅲ：大・中規模の地方都市
類型Ⅳ：人口密度が高く昼間人口が多い東京
２３区
第２に，商店街タイプの違いである。商店街の
規模，構成している店舗の数や業種の違いなどに
よって，商店街利用者の属性や利用目的が異なる
可能性が高い。そこで，中小企業庁の「商店街実
態調査」で用いられている基準を参考に，「近
隣・地域型」と「広域・超広域型」といった分類
を用いて特徴を整理したい。
「近隣・地域型」は，最寄品を中心に取り扱う
店舗が比較的多く集積している商店街で地元の住
民が利用するような商店街を指す。同タイプの商
店街は，住宅地域に立地している場合が多く，利
用頻度が比較的高い傾向にある１０）。一方，「広
域・超広域型」，は百貨店や量販店などの大型店
があり，買回品を取り扱う店舗が比較的多く集積
し，遠方からも利用者が訪れるような商店街が想
定されている。同タイプの商店街は，当該地域の
主要駅周辺や歓楽・ビジネス街などに立地してい
る場合が多い。
これらの留意事項を確認するだけでも，前述し
た基本方針の３点目の要件「他の商店街にとって
参考となり得る」ことが求められている点を踏ま
えると，商店街の内部・外部環境によって参考と
なり得る事業の規模や特徴が異なることが予想さ
認定商店街が立地する市区町村別人口類型
図表４
市区町村
人口
（万人）
人口
増減率
（％）
人口密度
（人/km２）
昼間
人口比率
（％）
Ⅰ 札幌市，さいたま市，横浜市，川崎市，名古屋市，大阪市，福岡市 １８５ ０.４ ７６１６ １０８
Ⅱ
室蘭市，釧路市，青森市，むつ市，宮古市，奥州市，横手市，秋田市，大
館市，鹿角市，山形市，酒田市，日立市，秩父市，長岡市，小千谷市，糸
魚川市，呉市，山口市，飯塚市，五島市，八代市，人吉市，宇佐市
１６ －４.２ ３８２ １０１
Ⅲ
帯広市，江別市，盛岡市，北上市，仙台市，鶴岡市，会津若松市，石岡市，
宇都宮市，草加市，船橋市，柏市，横須賀市，平塚市，新潟市，甲府市，
佐久市，氷見市，高山市，瀬戸市，豊田市，四日市市，大津市，長浜市，
京都市，堺市，鳥取市，松江市，岡山市，内子町，高知市，北九州市，諫
早市，熊本市，鹿児島市，鹿屋市，石垣市
３４ ０.９ １５２９ １００
Ⅳ 台東区，品川区，世田谷区，杉並区，北区 ５２ ４.２ １６０９２ １１７
注：人口増減率は前回調査（２００５年）比。各数値は平均値。
出所：総務省「２０１０年国勢調査」をもとに作成。
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れる。したがって，評価対象の商店街を類型化し，
類型ごとに事業実績や成果などを検討するため，
図表４の類型と商店街タイプの２軸を用いて，実
施期間が終了している事業計画６１件を図表５の
ように整理した。
図表５にある商店街で作成された事業計画のな
かから，類型ごとにいくつかの事例を取り上げた
のが図表６である。図表６を見ると，各事業計画
のなかで多様な事業が計画されていることがうか
がえる。
なお本稿では，すべての分類について詳細に検
討する余裕がないことや，以下の理由から，上記
「Ⅱ」の２つのセル（網掛け部分）に対象を限定
したい。第１の理由は，「Ⅱ」の分類に属する市
区町村では人口減少が進展し，他の分類の地域に
ある商店街と比較して厳しい事業環境にある場合
が多いことが想定されるためである。
第２の理由としては，「Ⅱ」に含まれる商店街
は，他の分類と比較すると，立地している市が中
心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本
計画の認定を受けていない場合が多い。市街地整
備や居住環境整備などの広範な領域から構成され
る中心市街地活性化基本計画を策定し，認定を受
けることは難易度が高いため，商業関連の事業の
人口・商店街タイプ別商店街分類
図表５
近隣・地域型 広域・超広域型
Ⅰ
千日前道具屋筋商店街振興組合（大阪市）
京橋中央商店街振興組合（大阪市）
さいたま北商工協同組合（さいたま市）
モトスミ・ブレーメン通り商店街振興組合（川崎市）
川崎大師表参道商業協同組合（川崎市）
栄町商店街振興組合（名古屋市）
柏里本通商店街振興組合（大阪市）
Ⅱ
宮古市末広町商店街振興組合（宮古市）
鹿角市花輪大町商店街振興組合他１商店街（鹿角市）
もとみや商店街協同組合（本宮市）
三条中央商店街振興組合（三条市）
小千谷市東大通商店街振興組合（小千谷市）
池田栄町商店街振興組合（池田市）
呉中通商店街振興組合（呉市）
大川商店街協同組合（大川市）
飯塚市本町商店街振興組合（飯塚市）
四日市商店街振興組合（宇佐市）
協同組合人吉商連他２商店街（人吉市）
なかじま商店街振興組合他３商店街（室蘭市）
秋田市駅前広小路商店街振興組合（秋田市）
横手駅前商店街振興組合（横手市）
大館市大町商店街振興組合（大館市）
七日町商店街振興組合（山形市）
郡山駅前大通商店街振興組合他１商店街（郡山市）
仲町商店街振興組合他２商店街（喜多方市）
ファイトマイタウンひたち協同組合（日立市）
長岡市大手通商店街振興組合（長岡市）
山口道場門前商店街振興組合（山口市）
Ⅲ
中町中和会商店街振興組合（酒田市）
石岡市御幸通り商店街振興組合（石岡市）
習志野台商店街振興組合（船橋市）
石山商店街振興組合（大津市）
御園橋８０１商店街振興組合（京都市）
泉北桃山台市連マーケット事業協同組合（堺市）
松江新大橋商店街振興組合（松江市）
京町銀天街協同組合（北九州市）
八幡中央区商店街協同組合（北九州市）
クリスロード商店街振興組合（仙台市）
長町駅前商店街振興組合他２商店街（仙台市）
神明通り商店街振興組合他１商店街（会津若松市）
わいわいロード商店街振興組合（草加市）
湘南スターモール商店街振興組合（平塚市）
三笠ビル商店街協同組合（横須賀市）
四日市諏訪商店街振興組合（四日市市）
銀座通り商店街振興組合（瀬戸市）
四条繁栄会商店街振興組合（京都市）
三条名店街商店街振興組合（京都市）
岡山上之町商業協同組合（岡山市）
中心街事業協同組合（高知市）
諫早市中心市街地商店街協同組合連合会（諫早市）
健軍商店街振興組合（熊本市）
宇宿商店街振興組合（鹿児島市）
石垣市中央商店街振興組合（石垣市）
Ⅳ
浅草すしや通り商店街振興組合（台東区）
東深沢商店街振興組合（世田谷区）
浅草西参道商店街振興組合（台東区）
用賀商店街振興組合（世田谷区）
仲見世商店街振興組合（台東区）
高円寺銀座商店会協同組合（杉並区）
商店街振興組合原宿表参道欅会（渋谷区）
武蔵小山商店街振興組合（品川区）
出所：各種資料をもとに作成。
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地域商店街活性化法の認定を受けた事業計画事例
図表６
分類
都道府県
市区町村
商店街
タイプ
事業者名 事業内容 数値目標
Ⅰ
大阪府
大阪市
近隣・
地域型
千日前道具屋筋商店
街振興組合
・ＬＥＤ照明と太陽光パネル設置
・各種イベント
・ホームページによる防犯などの啓発
①来街者数（１日１６，０００人→１６，８００人）
②照明電気使用量（６０％削減）
大阪府
大阪市
京橋中央商店街振興
組合
・コミュニティ施設設置
・チャレンジショップ
・１００歳体操事業 など
①通行量（１日６，９２６人→７，１００）
②スタンプ売上高（１，０９０万円→１，１２３万
円）（Ｈ２２→Ｈ２５）
神奈川県
川崎市 広域・
超広域
型
モトスミ・ブレーメ
ン通り
商店街振興組合
・コミュニティセンター整備改修
・デジタルサイネージによる情報発信
・ドイツフェアーの開催 など
①コミュニティセンターの平均利用者数
（１日５０人）
②来街者数（５％増）（Ｈ２１→Ｈ２５）
愛知県
名古屋市
栄町商店街振興組合 ・美術品展示やイルミネーション
・フラッグ装飾 など
①歩行者通行量（１日７，６６７人→８，１８９人）
②販売額（０．５％増）（Ｈ２２→Ｈ２４）
Ⅱ
新潟県
小千谷市
近隣・
地域型
小千谷市東大通商店
街振興組合
・農産物直売所の運営
・惣菜ショップの運営 など
来街者数（①平日３０７人→３２２人②休日
２０１人→２１１人）（Ｈ２１→Ｈ２４）
福岡県
飯塚市
飯塚市本町商店街振
興組合
・商店街散歩マップの作成
・商店街サポーターズ
・観光案内所の設置 など
歩行者通行量（１日１０，７１７人→９，７８０人）
（Ｈ２１→Ｈ２４）
北海道
室蘭市 広域・
超広域
型
なかじま商店街振興
組合
他３商店街
・一店逸品×マップ×スタンプラリー
・ほっとな～る講座
・ミニまちある歩きツアー
①通行量（１日３，８２９人→４，１９６人）
②売上高（０．０４％増）（Ｈ２３→Ｈ２６）
秋田県
秋田市
秋田市駅前広小路商
店街振興組合
・季節ごとの各種イベント
・ＬＥＤ街路灯の設置
来街者数（１日１，６４９人→１，７３１人）（Ｈ２０
→Ｈ２６）
Ⅲ
山形県
山形市
近隣・
地域型
中町中和会商店街振
興組合
・もしぇの中町・行きでの中町事業
・買い物ＭＡＰの作成
・ウェルカムボードの設置 など
歩行者通行量（１日７８２人→７８１人）（Ｈ
２２．１０→Ｈ２５．１０）
島根県
松江市
松江新大橋商店街振
興組合
・アーケード改修
・地域の魅力情報誌の発行
・道案内の設置 など
①歩行者通行量（平日２，０６４人→２，３００人）
（Ｈ２２→Ｈ２５）
②空き店舗（８店舗の現状維持）
宮城県
仙台市 広域・
超広域
型
クリスロード商店街
振興組合
・ハロウィンパレード
・クリスマスコンサート
・アーケード照明のＬＥＤ化 など
①歩行者通行量（４４，１２７人からの減少食
い止め）
②取材メディア（６回）
熊本県
熊本市
健軍商店街振興組合 ・街なか図書室の開設
・学商連携による健軍ブランド開発
・健康フェアの開催 など
来街者数（１日７，０００人→７，７００人）（Ｈ２０
→Ｈ２６）
Ⅳ
東京都
台東区
近隣・
地域型
浅草すしや通り商店
街振興組合
・振袖さん・お練り＆２ショット
・浅草ストリート芸イベント
・産直市 など
①売上高（１．３倍）
②通行量（①平日１２，６９８人→１９，０４７人②日
曜２３，９５１人→３５，９２６人）（Ｈ２２→Ｈ２５）
東京都
世田谷区
東深沢商店街振興組
合
・東深沢ブランド開発による共同販促
・逸品フェアの実施
・地域住民の交流拠点整備 など
①通行量（１日１，５４６人→１，６３２人）
②スタンプ売上高（１日３２１万円→３４０万
円）（Ｈ２１→Ｈ２５）
東京都
杉並区
広域・
超広域
型
高円寺銀座商店会協
同組合
・スタンプラリー
・純情夕焼け市
・コミュニティスペース設置 など
来街者数（１日２０，０００人→２２，０００人）（Ｈ
２２→Ｈ２５）
東京都
渋谷区
商店街振興組合原宿
表参道欅会
・欅並木の植え替え
・中国人向けパンフレットの作成
・各種イベント など
①不動産価値の下落率（都心平均の２／３以
内または上昇率トップクラス）
②来街者数（前年度比５％増）
③会員売上高（前年度比３％増）
④来街者アンケート（満足度７割）
出所：中小企業庁ウェブサイト「認定商店街活性化事業計画の概要」をもとに作成。
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みを企図していた地域にある商店街にとっては，
主体的に支援制度を活用する選択肢が与えられた
ことになる。このような観点から見ても，より疲
弊の度合いを強めつつある地域に立地している商
店街にとって，地域商店街活性化法はどのような
効果があったのかを検証することが重要と考えら
れる。
５． 認定事業計画の事例
上記を受けて本節では，「Ⅱ」に分類されたな
かで，事業実施主体や事業内容が特徴的な事例を
取り上げる。具体的には，商店街の組織対応や，
事業実施過程における外部組織や地域住民との連
携という点に特徴がある。
５―１. 「近隣・地域型」①：空き店舗活用
小千谷市東大通商店街振興組合は，新潟県小千
谷市の JR上越線小千谷駅前にある商店街で，お
よそ７０の組合員で構成されている。平成１９年の
中越地震を契機に，商店街内の地元スーパーが郊
外へ移転したことで集客の核を失い，商店街の衰
退が加速していった。
こうした状況に危機感を抱いていた商店街は，
住民団体「東小千谷夢あふれるまちづくり活性化
協議会」内で，平成２１年に食品委員会，拠り所
委員会，住民の足委員会，元気推進委員会の４つ
の委員会を立ち上げた。各委員会では，商店街の
具体的な中・長期計画の検討をはじめ，平成２２
年６月に地域商店街活性化法の認定を受けるに
至った。
事業の目的は，地元住民と連携し，「食生活の
利便性確保と高齢者に優しい街づくり」を目指す
ことであった。平成２２年８月に農産物直売所を
開設し，地元農家と連携して地場野菜の販売をは
じめた。また同年１２月には，惣菜ショップ及び
たまり場として「駅前おかずやさん」を開設した。
惣菜ショップでは約３０種類の総菜を販売してお
り，食材の野菜は農産物直売所から調達している。
１週間のプレオープン期間には，１日平均１００人
の集客があったという。２階には憩いのスペース
「たまり場」が設けられ，家に閉じこもりがちな
高齢者の拠り所として，また大人から子どもまで
が気軽に集える多目的のコミュニティスペースと
して利用されている１１）。どちらの施設も空き店
舗を活用し，商店街振興組合が運営している。
５―２. 「近隣・地域型」②：事業実施過程におけ
る外部組織や地域住民などとの連携
次に取り上げるのは飯塚市本町商店街振興組合
の事例である。福岡県中部に位置する飯塚地方
は，１９００年代，八幡製鉄所や三井・三菱などの
財閥系が炭鉱を開発し，日本最大規模の炭鉱町と
して発展してきた歴史を持つ。また，飯塚市は長
崎街道の通り道であることから宿場町として栄え，
飯塚市本町商店街振興組合はこの長崎街道沿いに
位置しており，およそ７０の組合員で構成されて
いる。
同商店街の事業計画には，「飯塚どんたく宿場
まつり」や「長崎街道筑前六宿４００年記念 白象
行進」など，こうした歴史性を背景とした様々な
イベント事業が盛り込まれている。
また，地域住民を対象とした商店街サポーター
ズを結成し，商店街利用者から様々な意見を取り
入れることで，商店街活動へのヒントを得ること
が目指されている。具体的な取り組みは，商店街
に加盟している店舗の PRビデオを制作したり，
フリーペーパー「飯まち探検隊」の発行や「商店
街ぐるめマップ」の作成を通じて商店街の魅力な
どに関する情報発信を行ったりしている。その他
にも商店街ツアーの実施をサポートするなど，事
業を実施する段階においても地域住民と一体と
なって商店街活動を展開しているところに特徴が
ある。
５―３. 「広域・超広域型」①：共同で別法人を設立
以降では，広域・超広域型に分類されたなかか
ら２つの事例を取り上げる。
室蘭市中島町にある４つ商店街（なかじま商店
街振興組合，中島中央商店街振興組合，シャン
シャン共和国商店街振興組合，中島西口商店街振
興組合）は隣接していて，組合員を合計するとお
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よそ１７０程度である。以前から町会などと共に，
道路沿いにマリーゴールドやサルビアなどの花を
植える事業などで連携していた。こうした素地が
あったこともあり，平成２２年，地域商店街活性
化法の認定を受けるに当たり，４つの商店街で
「中島商店会コンソーシアム」を設立した。同年
９月には同コンソーシアムでコミュニティ施設
「ふれあいサロンほっとな～る」を開設した。な
お，同施設常駐の事務局職員２名をコンソーシア
ムで雇用している。
他にも「一店逸品×マップ×スタンプラリー」
や「ほっとな～る講座」といったイベント事業を
展開している。前者では，加盟店舗の一押し商品
やサービスを紹介する一店逸品運動の一環として，
スタンプラリーを行っている。冊子に掲載してい
る店舗で買い物し，３店舗分のスタンプを集める
と，同コンソーシアムのイメージキャラクター
「ほとなる君」商品の詰め合わせセット（２，０００
円相当）が当たる抽選会に応募できる。また後者
では，毎月様々な分野の専門家などを講師として
招き，地域住民を対象に講座を開催している。
５―４. 「広域・超広域型」②：周辺商業施設テナ
ントとの連携
秋田市駅前広小路商店街振興組合は，JR秋田
駅西側の繁華街に位置し，およそ２０の組合員で
構成される商店街である。周辺は昭和５０年代後
半の駅前再開発事業を契機に都市機能の集積が高
まった地域で，公共施設として市立図書館，県民
会館，県立美術館，また病院関係施設や市立高校
などが集積している。駅周辺には商業施設も多く，
百貨店や総合量販店，駅ビルなども立地している。
同商店街では，周辺にファッションテナントが
多いという地域特性を活かして，トレンド情報の
発信地を目指したイルミネーション事業やファッ
ションショーなどを実施している。とくにファッ
ションショーは，地元住民を対象にオーディショ
ンを実施してモデルを募集したり，ファッション
ショーで着用する衣装は近隣の「フォーラス」，
「西武」，「アルス」などといった商業施設に出店
しているブランドを採用したりするなど，周辺の
商業施設や地域住民などと一体で事業を展開して
いることが特徴のひとつとして挙げられる。
６． おわりに―まとめと今後の課題―
本稿では，まず地域商店街活性化法の運用実態
や認定を受けた事業計画の内容について整理した
うえで，同法に関連する事業成果とその指標に対
する指摘事項を中心に確認してきた。そこでは，
成果指標として掲げられていた目標値自体は概ね
達成されているものの，数値目標の設定基準自体
が形骸化しているといった問題を確認した。
他方では，市区町村の人口や商店街の店舗数，
業種構成などといった商店街の外部・内部環境に
は多様性があること，商店街の特徴によって利用
者の属性や利用目的が異なる可能性が高いことを，
議論の前提として考慮すべきことを主張してきた。
そのうえで，評価対象の商店街を類型化し，類型
ごとに事業実績や成果などを検証する必要性を指
摘した。
以上のように，本稿では，各事業計画に組み込
まれた事業を実施することによる効果を検証する
ための分析視角について検討してきた。しかし，
事業が実際にはどのように実施され，具体的にど
のような効果があったのかなどについて検証する
段階までは到達していない。今後は各類型の事業
内容や数値目標について比較検討したうえで特徴
を整理し，本稿で取り上げた事例を中心にヒアリ
ング調査を実施することで，各類型における事業
の傾向や，事業実績と成果指標との関連などにつ
いて検討していきたい。
付記
本研究は，科学研究費助成事業（基盤研究 B）（課題番
号２４３３０１３６）「特定商業集積整備法の検証を通して考察す
る商業・まちづくりの理論的・実践的展望」（代表：石原
武政）に研究補助者として，文部科学省私立大学戦略的研
究基盤形成支援事業（平成２６年～平成３０年）にリサーチ
アシスタントとして参加させていただいた成果の一部であ
る。
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注
１）それぞれの議事概要や報告書などが各機関のウェブ
サイトに公開されている。「中心市街地活性化に向
けた有識者会議」http://www.meti.go.jp/committee/
kenkyukai/sme_chiiki.html#revitalize_city，「中心市街
地活性化調査・評価委員会」http://www.kantei.go.jp/
jp/singi/chukatu/hyouka/dai1.html，「中心市街地活
性化部 会」http://www.meti.go.jp/committee/gizi_1/
28.html，「中心市街地活性化推進委員会」http://www.
kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/chukatu/iinkai/index.html
（最終閲覧日：平成２６年１２月１８日）。
２）詳細については経済産業省のウェブサイトを参照され
たい。http://www.meti.go.jp/press/2013/02/20140212
001/20140212001.html（最終閲覧日：平成２６年１２月
１８日）。また，法律の詳しい見直し過程については渡
辺（２０１４）pp.１９９―２０６に詳しく整理されている。
３）事業計画の作成には，地域住民のニーズを把握するた
めのアンケート調査などに関する専門知識や，商店街
内部あるいは管轄の経済産業局や行政を納得させるよ
うな中長期的な事業計画のプランニングなどが求めら
れ，商店街組織だけで遂行することは決して容易では
ない。全認定計画のうち７０件以上が，株式会社全国
商店街支援センターの認定支援制度を活用し，専門家
派遣などによるサポートを受けている。詳細は株式会
社全国商店街支援センターのウェブサイトを参照され
たい。http://www.syoutengai-shien.com/about/business/
index.html（最終閲覧日：平成２６年１２月１８日）。
４）平成２６年１２月現在，同年に認定を受けた５件の事業
計画の概要は公開されていない。そのため，本稿では
これらを除いた１０９件の事業計画を対象とする。
５）事業内容の分類については，中小企業庁「活力補助金
を活用した商店街活性化事例集」の事業分類をもとに
修正したものを用いている。http://www.chusho.meti.
go.jp/shogyo/shogyo/2013/130828jirei.pdf（最終閲覧
日：平成２６年１２月１８日）。
６）前掲。URL: http://www.meti.go.jp/information_2/pub-
licoffer/review2012/ippan_h23.html（最終閲覧日：平
成２６年１２月１８日）。
７）財務省ウェブサイト「予算執行調査資料統括調査票」
http://www.mof.go.jp/budget/topics/budget_execution
_audit/fy2014/sy2607/39.pdf（最終閲覧日：平成２６
年１２月１８日）。
８）「当該事業による通行量や売上高の増加目標」の指標
として，「通行量」と「売上高」それぞれの「目標」
と「結果」を用いている。
９）渡辺（２０１４）pp.２１２―２１３のなかで，これらの点を含
めたいくつかの問題が「行政的手続き化の罠」として
指摘されている。
１０）石原（１９９７）では近隣型商店街を「地域社会との接触
の濃度」が濃い「コミュニティ型小売業」と呼んでい
る。
１１）詳細は株式会社全国商店街支援センターのウェブサイ
ト内の「支援パートナー派遣事業レポート」を参照
http://www.syoutengai-shien.com/support/dvmij30000
0002k2att/h22_shien_jirei_higashiodori.pdf。
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